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韓国の管理職出身者による「店舗」経営の様相
「会社」経営との比較から

李　莎梨
（東京大学大学院）

はじめに

（1）問題提起
韓国の大都市には高所得を得ていると思えるほ

ど繁盛した飲食店を容易にみつけることができる。
ところが、見た目は活気にあふれていても経営の
状況は実際には深刻なものである。キム・ヒョン
ジョン（2007）の研究では、韓国の人口 1 千人当
たり飲食店数は 12.2 件であり、米国（1.8 件）の
7 倍、日本（5.7 件）の 2 倍にあたる数値として
韓国の飲食業界の飽和化が指摘されている。また
飲食店の経営維持に関して、キム・ムンジュン／
チャ・ムンジュン（2007）の研究からは、2001
年に開業した飲食店のうちの 28.7％のみが 2005
年においても店を維持していることが明らかにさ
れており、このような生存率の低さが飲食店にお
ける開業よりも運営の困難さを示しているであろ
う（1）。

では、韓国では飲食業に従事する自営業者がど
のくらいの比率を占めているのであろうか。図 1
は韓国における産業別自営業者比率を示したもの
である。飲食業は宿泊業と同じ範疇となっており、
飲食業のみの正確な統計的数値は把握できないが、
2000 年以降において、飲食・宿泊業は 40％から
30％台に緩やかに自営業者比率が減少している反
面、事業・個人サービス業におけるその比率は約
20％から 25％へと年々増加している。しかし、
依然として飲食・宿泊業自営業者比率はほかの産
業に比べて比率が大きいことが分かる。また図 2
から年齢別自営業者比率の推移をみると、2000
年代以降に自営業比率は減少する傾向にあるが、
この時期に中壮年の自営業者比率が占める割合は

その他の年齢層に比べて圧倒的に増えていること
が分かる。特に 2005 年前後から 50 代、60 代自
営業者の増加が顕著である背景には、自営業者の
高齢化だけでなく、若年世代よりは「ベイビーブー
ム世代」（2）の退職による自営化も関係しているよ
うに見受けられる。

この社会背景として、表 1 から韓国の労働移動
の主体の変化をみると、80 年代から 90 年代にか
けては平社員や生産職労働者などによる労働移動

（非職級移動）がもたらされていた（1985 年
94.5％→ 1995 年 92.1％）。これが 2000 年代に入
ると、ホワイトカラーである「部長以上」（1995
年 2.9％→ 2000 年 5.4％→ 2005 年 7.5％）や「次長・
課長」（2.7％→ 5.3％→ 9.9％）、「係長・代理」（1.2％
→ 1.6％→ 9.3％）や、生産職の中でも上位の職位
である「班長」（1.1％→ 0.9％→ 5.3％）による労
働移動が目立つようになった。特に IMF 危機直
後から 2000 年にかけては管理職（部長・次長・
課長）の労働移動が増加しており、ホワイトカラー
が労働移動する傾向は近年まで続いている。すな
わち、1990 年代前半までは肩書きがない被雇用
者が労働移動していたのに対し、1990 年代後半
から 2000 年代は肩書きを有する被雇用者（なか
でもホワイトカラー）が労働移動する傾向に変化
したといえよう。 このため IMF 危機直後の労働
市場の流動化、そして 50 代、60 代自営業者の増
加は、管理職の労働移動によって牽引されたとも
見受けられる。

従来の飲食店経営の特徴として挙げられること
は、労働集約的な家内労働の側面である。飲食業
において主たる商品である料理は完全な機械化が
困難であり、また接客部門でも合理化・省力化が
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図1　韓国における産業別自営業者比率の推移
資料：統計庁「経済活動人口調査」
注：無給家族従事者を除く。

図2　韓国における年齢別自営業者比率の推移
資料：統計庁「経済活動人口調査」

表1　移動主体の変化
％

職級移動 非職級移動
部長以上 次長・課長 係長・代理 班長

1985 1.8 1.9 0.8 0.9 5.5 94.5

1990 2.0 2.7 1.1 1.5 7.2 92.8

1995 2.9 2.7 1.2 1.1 7.9 92.1

2000 5.4 5.3 1.6 0.9 13.2 86.8

2001 6.0 5.9 1.7 1.5 15.1 84.9

2002 7.7 9.8 9.4 6.3 33.2 66.7

2003 7.9 10.3 9.7 6.0 33.9 66.1

2004 7.6 9.5 9.1 6.1 32.3 67.7

2005 7.5 9.9 9.3 5.3 32.0 68.0

資料：雇用労働部「賃金構造基本調査」
出所：キム・ヘウォンほか（2008）、p. 16
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難しい。こうした機械化・省力化の遅れを、調理
者の特殊技能や、単純労働にたずさわる家族を中
心とした数多くの労働力を投入することでカバー
してきたと考えられる。また従来の飲食店経営の
特徴として、零細性がある。家内労働によって経
営が成立するのは、店の規模そのものがそれほど
大きくないからこそ可能になる。

韓国の都市部ではチェーン展開による飲食店の
出現が比較的に活発であるが、こうした店の多く
は面積が小さく、生業的色合いが強いように見受
けられる（3）。では、生業的かつ零細という特性を
持つ韓国の飲食業界に、なぜ、管理職出身者が参
入したのであろうか。

（2）「会社」経営と「店舗」経営
一般に、「会社」を定義づける要素は、法人と

しての資本力と規模といえる。法人登記に必要と
される資本金は、製造や卸小売、サービス部門で
は最低でも 5,000 万ウォンが必要であり（インター
ネットによる販売やサービス事業は 0 ウォンでの
起業も可能だがこれは対象外として）、これら部
門での「会社」経営は、運転資金（人件費・事務
所費・原料等の仕入費）を多く投与する。このた
め、「会社」は組織がしっかりしており、人材だ
けでなく事業計画や資本金について明確な経営方
針がなければ容易に経営できない性格を有するで
あろう。

一方、「店舗」は、自分でモノを売る、もしく
はサービスを提供するものであり、経営者が自ら
役所で事業の申請（事業登録）を行えば（身分証
明を提示するだけの申請であり、資金保有の証明
等は要らない）、帳簿で細々と経営できるもので
あるようにみえる。日本では「自営業」の範疇に

「会社」が含まれるものとして用いられる傾向が
あるが、韓国の人々（特に、筆者が聞き取りを行っ
た管理職出身者）にとって「会社経営者は自営業
者である」という表現は不適切に感じるようであ
る。韓国の人々が「自営業」をローカルタームと
してどのように捉えているのか、「会社」や「店舗」
の業態あるいは経営形態をどのように表現してい
るのかについて把握するために、「会社」と「店舗」
とに区別し、本稿では管理職出身者の「店舗」経

営の様相を「会社」経営と比較して考察すること
にした（4）。

管理職出身者による飲食業への参入は IMF 危
機以降の新しい起業類型である。従来において指
摘されてきた家内経営型の「店舗」経営と管理職
出身者のそれを比較することで、アッパーミドル
の「店舗」経営はいかなる特徴を有するのか、ま
た彼らの経営スタイルは「会社」経営とどのよう
な違いがみられるのかという点から考察を進め
たい。

（3）先行研究の検討
本稿の研究目的は、飲食業への参入過程や事業

運営において有利となる社会的要因がどのような
ものであり、それらを管理職出身者がいかに活用
していくかを明らかにすることである。これにつ
いて本稿では、ソーシャルキャピタル論を適用す
る（5）。

ソーシャルキャピタルとは、社会的ネットワー
ク構築の努力によって獲得され、個人や集団にリ
ターンやベネフィットをもたらすような総発的な
関係資産のことであり、ネットワークへの投資行
為による何らかのリターンの取得という社会関係
構築の過程も含む概念である（金光 2003）。ソー
シャルキャピタルという用語をはじめて概念化し
た学者としてブルデューがいるが、彼はソーシャ
ルキャピタルが人間関係に基づいた実在的かつ潜
在的な資源として、経済資本や文化資本に次ぐ第
3 の資源と定義し、これらの資源を通じて社会は
不平等が再生産されると主張した（Bourdieu 
1986）。

ここでソーシャルキャピタルの重要性を主張す
る学者は、ネットワークに内在する関係性の強弱
が個人の成果を左右するという点に同意するもの
の、関係性の強弱のいずれが成果を左右するのか
については意見の相違がみられる。関係性（濃い・
薄い）はネットワーク構成員の「信頼」と「規範」
によって決定され、「信頼」の度合いは「相互作
用の頻度」や「親近感の程度」、「関係の持続性」
によって、「規範」の度合いは「階層の同質性」
や「ネットワークの開放性」によって、それぞ
れ測定されるという（Granovetter 1974; Putnam 
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2000）。特にグラノベッターは、薄い関係性を有
するネットワークを通じて求職者は求職情報を簡
単に獲得し、それを活用した結果よりよい労働条
件による移動が可能であるという「弱い紐帯の強
さ」を主張した（Granovetter 1978; 1983）。それ
に対し、コールマンやリンは、濃い関係性を有す
るほど希少的かつ決定的な求職情報を獲得できる
という「強い紐帯の強さ」を主張している（Coleman 
1988; Lin 2001）。

韓国では、血縁、地縁、学縁、職縁などに由来
するネットワークが主たるソーシャルキャピタル

（韓国では「社会資本」という）として韓国社会
に構造的に作用していると主張する学者が多数を
占め、特に社会学の分野では、ネットワーク構成
員の間で形成された「信頼」と「規範」は、ネッ
トワークへの監視や構成員の機会主義的な行動に
対する処罰を可能とする一方で、構成員への協力
という行為を生み出すため、個人では想像できな
いほどの成果を達成できるという意見が主である

（イ・ジェヨル 1998; キム・ヨンハク 1999・2004; 
キム・ヨンハクほか 2002・2008; ユ・ソクチュン
ほか 2003・2008; イ・ソンギュン 2006; ハン・ジュン 
2008）。その一方で、韓国社会では同質なネット
ワークが形成される傾向にあるため、ネットワー
ク自体が社会統合を阻害するものであり、結局は
社会的混乱と不平等をもたらすものであるという
批判もある（Yee 2000; キム・サンジュン 2004）。

本稿ではソーシャルキャピタル論が、飲食店開
業・経営のどのような局面でそれぞれ適用可能か
を検証する。すなわち、管理職出身者の自営業参
入過程および事業運営においてソーシャルキャピ
タルが作用しているのか、作用しているのであれ
ばどのネットワークからどのように派生し資源と
して動員されているのか、その関係性はどのよう
なものであるのかを明らかにする。また 管理職
出身者が有するネットワークに「信頼」と「規範」
がどれほど構築されていればその社会的紐帯を
ソーシャルキャピタルとして活用することができ
るのかについて重点的にみていく。

（4）分析事例の紹介
本稿では飲食店を開業した管理職出身者から得

られた言説を通じて、彼らの「店舗」経営の特質
を検証する（6）。IMF 危機直前から 2010 年までに
大企業を退職し、飲食店を開いた管理職出身者
14 名を対象に、2006 年 2 月から 2010 年 7 月にか
けて個別面接による調査を実施した。彼らの属性
について簡略に述べておくと、①全員男性、②
90 年代半ば以降の退職者、③大企業管理職出身、
④ 1 度目の起業時の平均年齢 45 歳である（表 2
参照）。

飲食業を始めるには、まずどのような料理・メ
ニューを扱うかを決めなければならない。韓国で
は起業予備軍に対するメニューの紹介が巷に多く
みられる（7）。流行に則したメニューを選定するこ
とが重要であることが分かるが、こうした情報が
多いためそれほど悩んで選定することはない。こ
こで、飲食店の開業プロセスを紹介すると、①資
金調達の計画および実践、②立地の選定、③詳細
なメニュー・価格の決定、④材料の調達および料
理の熟達、⑤設計・インテリア、⑥開業宣伝、が
ある（キム・サンホ 2010）。この過程は「会社」
の起業・経営に比べると煩雑でない。そのため開
業準備は簡単そうにみえる。実際に簡単であると
思い込んで飲食店を開業する人は少なくない。し
かし、飲食業は長期的経営を維持することが非常
に困難な分野である。こうした状況下において管
理職出身者はどのように「店舗」経営を行ったの
であろうか。彼らの経営スタイルは「会社」経営
に比べてどのような特徴がみられるのであろうか。

1．管理職出身者の飲食店経営

（1）事業の多様性
（ア）取り扱う料理

まず管理職出身者が取り扱う料理についてみる
と、韓国食 7 例、外国食（日本食・洋食・ビュッ
フェ）7 例（そのうち 2 例は廃業し行方不明）に
分類されるが、取り扱う料理の中身は多様である（8）。
韓国食の場合、焼肉店のほか、ソルロンタンや蛸
料理、牡蠣料理を扱う事例もある。中華料理を扱っ
た事例に接することはなかった。
（イ）店の諸形態

次に彼らの店の形態についてみる。飲食店は、
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その経営形態が直営チェーン・フランチャイズ
チェーン・独立の 3 つに分類される。直営チェー
ンとは、1 つの企業が複数の店を直営で展開する
チェーンのことである。チェーンの拡大には膨大
な投資が必要になる。そのため、チェーン展開の
スピードはそれほど速くはならない。一方、フラ
ンチャイズチェーンとは、飲食店経営に関する独
自の技術やノウハウを確立した企業がフランチャ
イザー（本部）となってフランチャイジー（加盟
店）を募り、契約によってノウハウを提供するこ

とで店の数を拡大していくチェーンである（9）。そ
して、加盟店は個人にしろ法人にしろ独立した事
業者であるので、本部との資本関係はなく、それ
ぞれの加盟店が投資をして店を運営する。した
がって、本部は店舗数拡大のための資金を準備す
る必要がない。すなわちフランチャイズチェーン
を本部の側からみると、最小限の投資で出店地域
を拡大できるというメリットがある。新規出店の
ための資金調達の必要がないため、チェーンを急
速に拡大できることになる。

表2　管理職出身者の飲食店開業事例（起業時期順）

事例 起業時期 起業年齢 起業した産業（取扱品） 退職直前の企業 退職直前の
所属部門

退職直前の
役職 移動別類型

Wra
1998 年 34 歳 飲食業（焼肉）

S 電子系列製造会社 総務 代理 異業種
2009 年 45 歳 飲食業（焼肉）

Wrb 1998 年 42 歳 飲食業（ハンバーガー） H 証券会社 人事 次長 異業種

Wk 1998 年
2004 年 42 歳 サービス業（不動産開発）

飲食業（刺身バイキング） N 建設 営業 常務 異業種

Wrc
1998 年 45 歳 飲食業（日本食：刺身）

D 生命保険会社 総務 部長 異業種
2007 年 54 歳 飲食業（ソルロンタン）

Wrd

2000 年 37 歳 飲食業（焼肉）

中堅インテリア会社 デザイン 代理 異業種2008 年 45 歳 飲食業（韓牛）

2008 年 45 歳 飲食業（豚肉）

Wn
2000 年 45 歳 サービス業（美容室）

K 生命保険会社 人事 部長 異業種
2007 年 52 歳 飲食業（生蛸）

Wre 2001 年
2009 年 36 歳 飲食業（イタリアン）

卸小売業（日本酒輸入代行）
日本系 M 重工業会社
ソウル支社 営業 代理 異業種

Wrf 2001 年 39 歳 飲食業（焼肉） S 電子系列製造会社 営業 課長 異業種

Wrg
2003 年 45 歳 飲食業（牡蠣）

ソウル Y 区庁 環境衛生 公務員 異業種
2009 年 51 歳 飲食業（蛸）

Wrh
2004 年 45 歳 飲食業（刺身）

R ホテル 宴会 支配人
2009 年 50 歳 飲食業（豚肉）

Wri
2005 年 50 歳 飲食業（イタリアン）

H 電子 人事 部長 異業種
2007 年 52 歳 廃業して不明

Wrj
2007 年 49 歳 飲食業（日本食：豚カツ）

K 銀行 J 支店 次長 異業種
2010 年 52 歳 廃業して不明

Wrk 2009 年 41 歳 飲食業（韓食バイキング） C 区立小学校 教務（国語） 教師 異業種

Wrl 2010 年 38 歳 飲食業（韓食バイキング） IBM 系列 SE 企業
ソウル支社 総務 課長 異業種

資料：筆者作成
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表3　管理職出身者の飲食店経営の諸形態

事例 起業時期 起業年齢 起業した産業（取扱品） 店舗形態 施設形態
経営規模（調査時）

所在地従業員数
（人）

店舗規模
（坪）

Wra
1998 年 34 歳 飲食業（焼肉） 独自 賃貸→買取 4 13 京畿道水原市八達区

仁溪洞

2009 年 45 歳 飲食業（焼肉） 独自 賃貸 3 20 京畿道水原市靈通区
遠川洞

Wrb 1998 年 42 歳 飲食業（ハンバーガー）
独自

フランチャイズ法人
（62 店舗）

無償 （1998.9）
5

（1998.9）
15

ソウル江南区狎鷗亭
洞（本部）

Wk 1998 年
2004 年 42 歳 サービス業（不動産開発）

飲食業（刺身バイキング） 独自 自社ビル 30 120 京畿道城南市盆唐区
亭子洞

Wrc
1998 年 45 歳 飲食業（日本食：刺身） チェーン加盟 賃貸 3 15 ソウル江南区駅三洞

2007 年 54 歳 飲食業（ソルロンタン） 独自 賃貸 16 50 ソウル江西区禾谷洞

Wrd

2000 年 37 歳 飲食業（焼肉） 独自 賃貸 3 15 ソウル麻浦区上水洞

2008 年 45 歳 飲食業（韓牛） 独自 自社ビル 9 30 ソウル瑞草区瑞草洞

2008 年 45 歳 飲食業（豚肉） 独自 自社ビル 8 30 ソウル瑞草区瑞草洞

Wn
2000 年 45 歳 サービス業（美容室）

買収後
フランチャイズ法人

（2006.8　180 店舗）
賃貸ビル ― ― ソウル永登浦区汝矣

島洞

2007 年 52 歳 飲食業（生蛸） 単独住宅
買取 4 21 京畿道高陽市一山西

区大化洞

Wre 2001 年
2009 年 36 歳 飲食業（イタリアン）

卸小売業（日本酒輸入代行）
独自

直営化（2 店舗）
無償
賃貸 5 20

ソウル江南区淸潭洞
（1 号店）
ソウル江南区三星洞

Wrf 2001 年 39 歳 飲食業（焼肉） チェーン加盟 単独住宅
買取 18 60 ソウル瑞草区瑞草洞

Wrg
2003 年 45 歳 飲食業（牡蠣） チェーン加盟 賃貸 3 15 京畿道城南市盆唐区

亭子洞

2009 年 51 歳 飲食業（蛸） チェーン加盟 賃貸 6 30 京畿道水原市靈通区
靈通洞

Wrh
2004 年 45 歳 飲食業（刺身） チェーン加盟 賃貸 5 15 ソウル瑞草区瑞草洞

2009 年 50 歳 飲食業（豚肉） チェーン加盟 賃貸 8 20 ソウル中区新堂洞

Wri
2005 年 50 歳 飲食業（イタリアン） チェーン加盟 賃貸 7 27 京畿道城南市盆唐区

亭子洞

2007 年 52 歳 廃業して不明 ― ― ― ― ―

Wrj
2007 年 49 歳 飲食業（日本食：豚カツ） チェーン加盟 賃貸 2 8 京畿道城南市盆唐区

亭子洞

2010 年 52 歳 廃業して不明 ― ― ― ― ―

Wrk 2009 年 41 歳 飲食業（韓食バイキング） チェーン加盟 賃貸
（権利金なし） 3 25 ソウル瑞草区瑞草洞

Wrl 2010 年 38 歳 飲食業（韓食バイキング） 独自 無償 17 60 京畿道水原市八達区
莘洞

資料：筆者作成
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上記に沿って本事例の店の形態を分類すると、
独立型が 8 例、フランチャイズもしくは直営（以
下、チェーン型）が 6 例である（10）（表 3 参照）。
本稿の事例ではチェーンの形態をフランチャイズ
と直営にあえて分類しなかったのは、チェーンの
多くがフランチャイズであっても、立ち上げ初期
の何店かは直営の場合もあるからである。Wrh
や Wri は、まず直営として数件立ち上げてから、
事業が軌道に乗り始めるとフランチャイズに切り
替えていた。

（2）経営の状況
（ア）事業の持続性

では経営の状況はどうであろうか。まず事業の
継続性についてみる。経営に失敗している事例が
8 例（Wrc・Wra・Wn・Wrd・Wrg・Wrh・
Wri・Wrj）と、本事例の過半数が廃業した経験
を持つ。これら廃業事例の中で、独立型が 3 例

（Wra・Wn・Wrd）、チェーン型が 5 例（Wrc・
Wrg・Wrh・Wri・Wrj）見られ、独立経営だけ
でなくマニュアルに沿って経営すればいいと思わ
れるチェーン経営も、管理職出身者にとって容易

表4　管理職出身者が活用した資源

事例 起業時期 起業年齢 起業した産業（取扱品） 関係性の起源

Wra
1998 年 34 歳 飲食業（焼肉） ×

2009 年 45 歳 飲食業（焼肉） 妻（料理）

Wrb 1998 年 42 歳 飲食業（ハンバーガー） 両親（不動産）

Wk 1998 年
2004 年 42 歳 サービス業（不動産開発）

飲食業（刺身バイキング）
前職場の後輩（1）と共同
妻の弟（支配人）

Wrc
1998 年 45 歳 飲食業（日本食：刺身） ×

2007 年 54 歳 飲食業（ソルロンタン） 高校の友人（資金）

Wrd

2000 年 37 歳 飲食業（焼肉） ×

2008 年 45 歳 飲食業（韓牛）
妻（支配人）

2008 年 45 歳 飲食業（豚肉）

Wn
2000 年 45 歳 サービス業（美容室） 前職場の同僚の後輩（アイテム）

2007 年 52 歳 飲食業（山蛸） 妻（料理）

Wre 2001 年
2009 年 36 歳 飲食業（イタリアン）

卸小売業（日本酒輸入代行）
両親（不動産）
知人（アイテム）

Wrf 2001 年 39 歳 飲食業（焼肉） 10 寸の親戚（アイテム）

Wrg
2003 年 45 歳 飲食業（牡蠣） 妻（料理）

2009 年 51 歳 飲食業（蛸） 妻（料理）

Wrh
2004 年 45 歳 飲食業（刺身） ×

2009 年 50 歳 飲食業（豚肉） ×

Wri
2005 年 50 歳 飲食業（イタリアン） 妻（料理）

2007 年 52 歳 廃業して不明 ―

Wrj
2007 年 49 歳 飲食業（日本食：豚カツ） 妻（料理）

2010 年 52 歳 廃業して不明 ―

Wrk 2009 年 41 歳 飲食業（韓食バイキング） 知人（不動産転賃貸）
妻（料理）

Wrl 2010 年 38 歳 飲食業（韓食バイキング） 父の弟（不動産）

資料：筆者作成
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いことではないことが分かる。
一方で、廃業後 3 ～ 5 年以内に再開業している

事例が 6 例（Wrc・Wra・Wn・Wrd・Wrg・Wrh）
あり、2 度目の開業を可能にしていた。この際の
店の形態（1 度目→ 2 度目）は、「独立→独立」3 例、

「チェーン→独立」1 例、「チェーン→チェーン」
2 例と多様であるが、「独立→チェーン」の事例
はない（11）。管理職出身経営者は「会社」経営に
おいても、規模を拡大するために事務所を移転し
ていたが、「店舗」経営においても開廃業の連鎖
が見られた。この点を考慮すると管理職出身者の
再開業は興味深い。

また 1 度目は美容業、2 度目は飲食業と、飲食
業以外の業種での開業も経験している事例が 1 例

（Wn）ある。この他にも 2 例（Wri・Wrj）は、
2010 年の調査時点で連絡が途絶えたので本稿で
は行方不明として扱っているが、そこにあるはず
の店が見当たらずまったく別の装飾が施された店
に変わっていたことに、浮き沈みの激しい飲食業
の負の側面が感じられる。
（イ）経営の規模

次に経営の規模について確認する。店を小さく
開業し経営を安定させるほうがリスクが低いと思
うのが一般であろうが、7 例（12）以外は大きく開
業したり、経営を拡大していた。もっとも大きく
店を開いた Wk の場合、不動産関連事業を 1998
年に始めており、その後事業が急成長するなかで
2 次的に飲食業界に参入している。自社ビルのな
かでもっとも大きく眺めのよい角部屋（120 坪）
を飲食店として活用することで賃貸費の削減を
図った。事例の中で 2 番目に大きく開業した Wrf
の場合、フランチャイズチェーンのオーナーで
あった親族（10 寸の従兄弟）から物件を紹介され、
この規模の開業を果たした。Wrf は「自分 1 人で
開業していればこのような物件を探せない」と語
るが、高級住宅街に立地する 60 坪の 1 階 1 戸建
てを従兄弟の知人を介して買収し、駐車空間が十
分に広い敷地をソウル瑞草区で確保していた。

これ以外に、父の弟が所有する 3 階建て建物の
2 階 60 坪を低価で提供されることで、独自開業
を可能にした Wrl や、1 度目よりも店の規模を 2
倍以上に拡大して再開業した Wrc、店舗数の増

加によって規模を拡大した Wrb・Wrd・Wre の
事例がある。以下では、管理職出身者がなぜ店を
大きく開いたのか、なぜ経営を拡大できたのかに
ついてみる。

〈再開業による規模の拡大：チェーン→独立〉
Wrc は、1 度目の開業において高級日本料理店

のチェーンに加盟したために、地価が高いとされ
るソウル江南区に店を構えた。チェーン本部の責
任者の助言に従い、オフィスビルが立ち並ぶ駅三
洞の 15 坪の店を物件として選んだ。しかし店の
維持費（なかでも賃貸費）は莫大となり、1 億 5
千万ウォンの初期資金は即時に底をついた。そし
て 1 年も経たないうちに廃業した。開業から 4 年
後、Wrc はソウル江西区禾谷洞に 50 坪のソルロ
ンタン店を再び構えた。再開業するまでに 2 年間
料理学校に通い、有名なソルロンタン店に何度も
頼み込んでホールや厨房で修行を積み、すべて自
分で料理ができるほどの腕を身につけていた。ま
た 1 度目の店は地下鉄の駅からやや遠く、車以外
で来店できるような立地ではなかったが、2 度目
の店はより多くの顧客を確保するために、ソウル
市内で地価が安く、駐車場が確保でき、地下鉄の
駅から徒歩 3 分以内という条件を満たす物件を不
動産仲介業者に何度も掛け合って探した。2 度目
の店は、規模が拡大しても維持費が安価であった
ので、売上が大きく向上し、2013 年度の純利益
が月 3 千万ウォンであるという。

〈店舗数増加による規模の拡大：独立〉
Wrb の場合、1998 年に 15 坪の店を 5 人で始め

たが、経営が順調になるとチェーン本部を設立す
る。2010 年の調査当時には 62 店のチェーンを所
有するまでに事業を拡大しており、全体の経営規
模は本事例の中でも大きいほうである。また、フ
ランチャイザーとしてフランチャイジーを募集し
たり（Wrd）、2 号店以降も自らオーナーとして
直営する（Wre）ことで、店舗数を増やしていた
事例もあった。

先項で「独立→チェーン」の事例がない点を指
摘したが、独立のメリットが経営者の実力次第で
事業を拡大できるという点にあり、それが管理職
出身者の経営観であるとすれば、なおさらチェー
ンで再開業する可能性は少ないであろう。
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以上、管理職出身者の店の形態や規模について
考察した。チェーン経営は継続性が不安定であり、
10 坪台の経営規模に止まっていたり、廃業して
いた。そして管理職出身者は廃業の根源がチェー
ン型の開業であると考えたため、それぞれ何らか
の契機を通じて独立型の開業で大きく再起したり、
経営を拡大させていた。契機については後節で詳
細に扱うことにする。
（ウ）従業員のリクルート
〈厨房の支配権〉

では、管理職出身者は従業員をいかに確保した
のであろうか。自ら厨房に立った事例は 5 例

（Wra・Wrb・Wrc・Wrd・Wrl） あ っ た が、 そ
れ以外の事例では自ら厨房を担当するよりも、専
門料理人を雇用するか、配偶者に料理を任せてい
た。専門料理人を雇用した事例（We・Wk）では、
調理長の実力が店の明暗を分けると認識していた
ようである。このため経営者は料理に関して無知
であるが、仕事で知り合った知人や前職場の上司
から料理人の紹介を受けていた（13）。すなわち、
実力ある従業員の誘致が飲食店を開業できる要因
だけでなく、経営が成功する要因として捉えてい
たことが分かる。

他方で、経営者の妻が調理を全的に担当した事
例（Wrf・Wrg・Wrh・Wri・Wrj） で は、 経 営
者がまったく料理について無知であると、調理長
をスカウトしてきてもその調理長が経営者よりも
立場が上位になることから、両者間に衝突が生じ、
経営が上手くいかないという理由から、身内を厨
房に立たせたという。もちろん人件費が重くのし
かかるために外部から調理師を調達ができなかっ
たという理由もあろうが、起業家と厨房との権力
闘争を避けるということも、彼らの経営戦略と
なっていたのである。このほか、調味料がパッキ
ングされたソースがチェーン本部から周期的に送
られてくるために調理の必要がないという理由

（Wn）や金銭的余裕がないという理由（Wrk）も
見られた。

〈経営者の不在〉
ある程度事業が繁盛すると、管理職出身者は店

に顔を出さなくなっていた。Wra の場合、開業
初期から事業を軌道に乗せるまでは自ら料理をす

べて担ったり、一日中店に在住することで経営を
管理していたが、運営が安定的になると、午前に
従業員とのミーティングを行うためだけに店に出
向かい、ミーティングを終えるといなくなるので
ある（店を訪ねると経営者が不在であることが多
く、事例を収集するのに苦労した）。そして飲食
店経営を順調にさせると、賃貸していたテナント
のビルを買い上げ、ビルを再建築することでかな
りの差額で他人に売り払うという不動産売買を
行っていた。こうした一連の行動から、ある程度
事業がうまくいくと手を使った仕事は人に任せ、
自分は経営だけを担う様相が見受けられる。

しかも、はじめから料理を行っていない経営者
だけでなく、料理が趣味であったり、調理を一か
ら覚えて料理人になった経営者ですら、メイン料
理の味（スープ）を保持する以外は、料理に全く
関与せず、顧客管理やメニュー開拓などの経営に
打ち込んでいた。すなわち、管理職出身者は「い
かに経営の規模を大きくするか」という点を主眼
としており、「自分は経営者である」というスタ
ンスを維持していた。

以上、働き手の調達について考察してきた。管
理職出身者は、起業初期に配偶者を厨房に立たせ
たこともあったが、ある程度事業が繁盛すると店
の運営を従業員に任せ、店から夫婦ともに姿を見
せなくなっていた。そして彼らは、顧客管理やメ
ニュー開拓などを通じて経営拡大の方向性を探っ
ており、飲食店をある種の「会社」として捉えて
いたことが分かる。

（3）起業・経営と協力者：投資家、家族、学縁
（ア）権利金の節約

ここからは管理職出身者の資金調達について考
察する。韓国で店を出すためには、どの物件であ
れ「権利金」を支払うことが慣習となっている（14）。

「権利金」とは商業建物の賃貸借において発生す
るものであり、賃借人が前賃借人に支払うもので
ある。これは保証金や家賃とは別のものであり、
地理的利益（15）や設備・改築による利益、前賃貸
時に繁盛した店であれば営業上の利益の代価とし
て支払われるものである（クァク・ユンジク 
2003）。これは、韓国において一般的にみられる
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商慣行であり、賃借人には賃貸借契約の終了時に
建物主から保証金が返還されるが、権利金は賃借
人間のやり取りであるため戻ってこない。一般に、
賃貸借契約が終了すると原状復帰（壁紙や装飾物
などの施設物の撤去）をしなければならないが、

「権利金」により前賃借人は改築費用の回収、後
賃借人は改築手間の節約が可能となる。しかし、
契約した物件が途中に競売にかけられたり、建物
主の交代によって賃貸借契約が強制的に終了した
りする場合は「権利金」が戻ってこないため、零
細自営業者の法的保護の問題も指摘されている。

2010 年 6 月、「権利金」の価格帯について不動
産物件紹介業者（16）に問い合わせると、詳細な位
置までは把握できないものの、ソウル西大門区（前
店：焼肉店）では 1 階の約 30 坪（106 m2）が保
証金 1,000 万ウォン、月貰 130 万ウォン、権利金
が 2,000 万ウォンとなっており、前店の月間売上
額が 1,420 万ウォンであることの根拠として上記
の権利金額が算出されたという話をうかがうこと
ができた。またこの権利金は地域によって格差が
見られ、ソウル瑞草区（前店：フライドチキン店）
では 1 階の約 20 坪（66 m2）が保証金 3,000 万ウォ
ン、月貰 230 万ウォン、権利金が 1 億 5,000 万ウォ
ンとなっており、前店の月間売上額が3,300万ウォ
ンであったと不動産仲介業者は語っており、前者
の物件よりも店の規模が 10 坪ほど小さいにもか
かわらず、後者のほうが月貰は約 2 倍、権利金は
約 7 倍も高額な物件となっている。したがって、
韓国で飲食業を始めるにはいかに権利金を低く抑
えるかが要となってくる。

管理職出身者の場合、家族や親族、知人を通じ
て資金や店を工面した事例が見られた。以下では
資源動員の内実について詳細にみていく。
（イ）家族からの支援

まず、血縁を通じての資金調達の事例（Wrb・
Wrf・Wre・Wrl）をみると、両親や叔父など 3
寸以内の家族や親族から店を工面したほうが、10
寸よりも賃料の削減が可能となっていた（表 4 参
照）。Wrb・Wre は、親が所有するビルの 1 階を
借りることで賃料を一切出さないぶん、初期の経
営における危険性を軽減できている。しかし叔父
から店を工面した Wrl の場合、賃料を 30％ほど

安くしてもらうに留まっている。また 10 寸の従
兄弟から店の紹介を受けた Wrf は、店の買収に
かかる費用全額を自分で負担している。すなわち、
血縁関係であってもその関係性の遠近によって資
源動員の度合いが異なることが分かる。
（ウ）知人・友人からの投資

次に、知人・友人を通じて店を獲得した事例
（Wrc・Wrh・Wrk）をみると、賃貸契約の際に
支払われる資金はすべて自分で工面しているもの
の、店に関する情報だけは確実に獲得し、店を住
まいからかなり離れた地域に構えていた（17）。す
なわち、開業前に店の立地や客の特性について詳
細に把握することができていたという点で、独自
調査による賃貸契約の場合よりも開業しやすかっ
たといえる（独自調査の事例は次項で扱う）。

〈知人を通じた権利金の節約〉
では、彼らはどのような関係性を通じて店を調

達したのだろうか。まず、知人を通して店を獲得
した Wrh は、2004 年の 1 度目のチェーン開業時
に親しくなった同じチェーン店経営者が考案した
事業計画に賛同する形で、2009 年にチェーン 1
号店として再開業を果たした。店は、地下鉄駅か
らすぐ裏道に入った繁華街通りの 2 番目に位置し、
近辺の大学生や会社帰りのサラリーマンなどの流
動客の確保が可能となっていた。Wrh はその知
人の知人が不動産仲介業者であったことから様々
な物件の紹介を受けており、Wrh は知人とともに
何軒も物件を見て回ることはもちろんのこと、月々
の賃料や「権利金」の値下げまで可能となった。

また Wrk の場合、彼の妻の知人の知人（以下、
甲）が夜に経営する地下 1 階のビアホールを昼間
だけ格安に借りることで、ランチタイムのみの営
業が可能となった（18）。そのため、Wrk は甲に対
して格安の賃貸費を支払っているが、そのテナン
トの家主はこの事実を知らないという（19）。彼はソ
ウルの中でも一等地の 1 つである瑞草洞に店を構
えることが可能となった上に、高い「権利金」を
支払う必要もなく、初期投資を抑えることができた。

このように、知人を通じて、権利金を一切支払っ
ていなかったり、安い物件を紹介されることで、
経営は少しでも円滑になるであろう。
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〈「名門校」の友人からの投資〉
一方 Wrc の場合、オフィス街の一等地である

ソウル江南区駅三洞に日本食のチェーン（刺身専
門店）をオープンし、まずまず繁盛したものの、
維持費等のコストが掛かり過ぎて採算が合わず、
廃業に追い込まれた。彼はその後約 4 年間失業状
態にあった。一度目の起業の失敗（1999 年廃業）
を教訓に、8 年後（2007 年）に再び飲食店を開業
した。開業資金として、高校時代の友人を説得し
4 億 5 千万ウォンの投資を取り付けたが、この際
に、市価よりも高い利子をつけて元金を 1 年以内
に返済するという条件で、店の経営には一切関わ
らないという契約を交わしており、友人が経営に
関与することを避けようとするほど、Wrc は経
営に対する強い執着を見せていた。
「店舗」経営の事例において、「名門校」の友人

が現金を多額に投資するという話が出てくるのは
この事例だけである。彼は「名門校」出身である
が、同窓生間では企業の出資関係に発展すること
が多く、たとえば同窓生が金融系に勤めていると、
その同窓生が関わる投資に自分も加わることにな
るという。Wrc は、「儲けがあれば幸運、儲けが
なくても仕方がないという微妙な同窓生間の憐れ
みが作用する」と語っており、こうした心理が、
4 億 5 千万ウォンの初期費用を必要とした 2 度目
の開業においても、彼の同窓生の 1 人が低利で「現
金」を提供することを可能にさせたのかもしれな
い。その点で、知人から店の情報を得たり、血縁
者から資金を支援してもらうよりも、「名門校」
の友人を資源として動員したほうが、ソーシャル
キャピタルの効用が大きいことが分かる。
（エ）投資家と月給社長

次に、管理職出身者がスポンサーとして店を経
営する事例をみる。たとえば Wk は、飲食店を
開業した際に別の人物を社長として法人登記して
おり、自分の顔や名前を決して前面に出していな
い。店を営むのは「面子が立たない」と思ったか
らであるという。そこで「会社」経営にみられる
ような投資と経営が分離する方式を選択した。こ
うした経営は韓国社会においてよくみられるよう
である。この点からも飲食店経営が韓国社会にお
いていかに「賤」として受け止められているかが

分かるであろう。
そのため「投資家」は、行きつけの店で働きぶ

りの良い従業員（その多くは飲食店の支配人や調
理長）が目に付くと、スカウトして自分が開業す
る飲食店の経営者もしくは従業員（調理長）とし
て雇用する。Wk によると、スカウトを受けた人
は対外的に「社長」という地位を掲げることがで
きるため、大抵はその誘いに乗るという。スカウ
トを受けた人が自己資金を投入している場合は、
売り上げ額が投資比率に応じて両者に配当される
が、スカウトを受けた人がまったく自己資金を投
入していない場合は、売り上げの約 60％以上が

「投資家」、20％以下が「月給社長」（スカウトを
受けた人）に渡り、残りの 20％は店の維持費に
当てることが一般的であるという（この比率は「投
資家」が一方的に決める）（20）。Wk は、妻の弟を
店の代表取締役にしたが、売り上げの 30％は妻
の弟に手渡り、40％は Wk が経営する法人（不
動産業）の収益、30％は店の維持費という形で管
理していた。
（オ）独自調達

最後に、経営者が店を構えるまでのすべてのプ
ロセスを誰の支援も受けずに独自で実行した事例
をみると、彼らの店は自宅から車で 10 分足らず
のところにあった（Wra・Wn・Wrg・Wri・Wrj）。
そして彼らの店は赤字あるいは現状維持という状
態であった。先項で見たように、何らかの資源を
動員した経営者の場合、経営者の自宅から離れた
ところに店を構えてもある程度の経営安定が見ら
れた反面、独自に店を調べて構えた経営者は、自
宅から近く熟知したところに店を構えても現状維
持以下の経営しかできなかったという点で、「会
社」経営と同じく、「店舗」経営においてもソーシャ
ルキャピタルの効用が正であるように見受けられ
る。しかも、独断で店を構えた管理職出身者の経
営には危険性すら伴っているようにみえる。

（4）顧客の獲得と維持
（ア）固定客と紹介客における人脈活用

本稿の事例をみる限り、流動客によって得る収
入が多いと事業が軌道に乗りやすい反面、固定客
に依存する店では、経営がそれほど芳しくないか、
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現状維持の状況が継続していた。以下では、管理
職出身経営者がいかに顧客を獲得し、維持したか
についてみる。

〈モイムの空間提供〉
まず固定客の類型をみると、多くは経営者の知

人・友人に相当しており、その関係性は地縁・学
縁・職縁と多様であったが、血縁から固定客を派
生する事例は見られなかった。すなわち、血縁を
通じた資源の動員は、資金および働き手の調達と
いう局面においては有効であったが、顧客を連鎖
する機能は果たさなかった（筆者も調査時に働き
手以外の家族や親族が店に出入りする姿を見かけ
ることがなかった）。その反面、学縁や職縁によっ
て結成される複数のネットワークによる定期的な
モイムを通じて、管理職出身者は「店舗」経営を
維持していた。

たとえば、Wk の場合、40 代の頃に名門 S 大
学の経営大学院（中壮年経営者の親睦を図る大学
院として有名である）を通うことで、その際に知
り合った同級ネットワークがモイムとして彼の店
を頻繁に利用していた。また Wrc の 1 度目の開
業（高級日本料理）では、前職場の同僚や高校の
友人が固定客として接待や同窓会の席を設けてく
れたため、それなりに売上はあった（しかし、維
持費用が莫大であったために採算が合わず廃業す
る）。あるいは Wn（2 度目）の場合、退職前の
職場の上司が彼の店で会食の席を開いたり、彼の
友人が何度か食べに来ている。

しかし、経営者の知り合いによって構成された
固定客だけでは経営が続かない。店の維持費が莫
大であったために採算が合わず廃業したり、流動
客を確保できず赤字に陥った事例もある。一方、
固定客が別の客を連れてくることで売上をさらに
高めている場合もある。すなわち、固定客だけで
は事業を安定させることはできず、紹介客や一見
客を確保する必要があると見受けられる。では、
管理職出身者はいかに客層を広めたのであろうか。

〈紹介客の連鎖〉
もっとも大型の経営を維持している Wk の場

合、1 度来店した退職前の職場や取引先の知人、
学校の友人などに定期的に割引券を送付すること
で、彼らの家族もしくは知人を紹介客として店に

引き込むことを可能にしていた（来店したことが
なくても、仕事上で知り合った人には割引券を手
渡していた）。当然ながら割り引いた分の損失は
担保しなければならないが、そうまでして割引券
を送付するのも、結局のところ関係性を通じて無
限に紹介客を連鎖させるのは限界があると判断し
たためであろう。また Wrc は、親しい高校の同
級生が別の知人とともに気軽に食事に訪れてくれ
ることで、紹介客も確保することが可能となって
いたが、これも売り上げに大きく寄与する程度の
ものではないのか 1 度目の店を閉める結果となっ
た。

こうしてみると、固定客や紹介客だけでは店の
経営が長く続かないという意味において、「店舗」
立ち上げの段階ではソーシャルキャピタルが正と
して効用することが明らかであるが、マネジメン
トの段階ではその効用が微々であることが分かる。
（イ）一見客を取り込むための努力
〈開業宣伝の皆無〉

では、本稿の経営者はいかに一見客を確保した
のであろうか。彼らは開業宣伝をまったく行って
いなかった。Wra（1 度目）・Wk・Wrd・Wrf・
Wrh のように、経営維持のために開業後にクー
ポン制などを取り入れた店はある。一般に、店の
近くにオフィス街と地下鉄の駅があると、開業宣
伝を行わなくても通りすがりに立ち寄る人々を一
見客として確保できるのは容易に想像できる。サ
ラリーマンが夕食を兼ねて気軽に飲み会を開いた
り、会食や接待をする場としてこれらの店は何度
も利用されるであろう。あるいは、Wrc（2 度目）
のように、住宅街に近い飲食街に立地する場合で
も近隣の住民が利用することで、一見客を確保す
る店もあるであろう。

しかし、駅から近くても高級地の雰囲気に合わ
ない価格帯のチェーンを開業したために、一見客
を確保できず廃業した Wri や Wrj の事例もある。
客の側からすると、ほかの地域でも気軽に食べら
れるメニューをわざわざ高級地で選択することは
ないからであろう。このように、立地が良いから
といって必ずしも繁盛するわけではなく、商街や
街の雰囲気と店が扱うメニューや価格帯がうまく
合致することで、宣伝がなくとも一見客を確保す
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ることができるといえる。
〈開廃業の連続性〉

チェーン型の事例では開廃業の連続性が見られ
た。チェーン事業は店舗数の拡大を通じて一見客
を取り込む努力をするものの、流行が廃る可能性
もあるので長期にわたる固定客の確保は困難であ
ろう。たとえば Wrh の場合、1 度目の開業（刺身）
の際に知り合ったチェーン店主（A）と親しくなっ
たことから、A が考案したチェーン事業に投資
する形で 2 度目の開業を果たし、本部の理事とし
ても活躍していた。そして Wrh の以前からの知
り合いであった別のチェーン店主（B）も、A の
事業に賛同して経営していた店を閉め、A のフ
ランチャイジーとしてチェーンを開いた。この事
例を通じて、韓国社会で飲食店の開廃業がどのよ
うに発生し、連鎖するのか、間接的に察知するこ
とができる。「この店がいつまでも続くとまった
く思っていないし、あと 2 年ぐらいで次の事業計
画を練らないとね」という Wrh の語りからも、
チェーン事業の単発性を淡々と受け止めている経
営者の心理が垣間みえる。

〈立地とコンセプトの合致〉
他方、駅から遠くても一見客をうまく取り込ん

でいる事例もある。Wrb・Wre の店は駅から遠
い高級街に位置し、車での来客が非常に多かった。
親が保有する不動産を無償で借りたためにこの地
に店を構えたという。彼らは高級感やお洒落感を
コンセプトとして打ち出しており、これがこの地
を訪れる消費者の嗜好に合ったことで事業を大成
功に導いていた。チェーン事業であっても外国風
の高級感を提供するようなインテリアであったの
で、店が繁盛したのかもしれない。また、廃業し
た Wra や Wrg の店も高級街にあったが、店のコ
ンセプトと消費者の嗜好をうまくマッチングさせ
ていれば廃業しなくてもよかったかもしれない。
簡単に言えるものではないであろうが、経営者に
よるさまざまな事業選択がいかに紙一重のもので
あり、それは経営者の感覚によって左右される類
でもあるということを改めて感じさせてくれる。

〈味の標準化とメニュー開発〉
一見客や紹介客を常連化させるには、顧客に提

供するメインメニューの味の「標準化」が関係し

ていた（Wrb・Wre・Wk は「一定化」と表現した）。
しかも、経営者は「標準化」だけでなく、旬の食
材を用いた新メニューの開発も欠かしていなかっ
た。3 ヶ月に 1 回売り上げが低調なメニューを新
開発したメニューと交替させることで、食べに来
る人々に店の生動感を与えることが大切であり、

「あのお店に行ったら何を食べようか」という期
待感を常に顧客に植え付けることが必要であると
されるようである。

〈サービス精神〉
外食文化が発達している韓国社会においては、

知人が経営している店に別の知人を連れていくこ
とで、自身の人間関係の豊富さを知人に対して「自
慢」できると同時に、こうした関係性の量が多い
ほど自分自身が重要な存在であるということを、
対外的に示すことになる。そのため、一見客に対
して経営者が「知った振り」をすると、その一見
客 も 喜 ん で ま た 来 店 す る こ と に な る と い う

（Wrf）。しかしこうした類のサービス精神は、多
くの管理職出身者にとって身に付かない行動でも
ある。一部の経営者は上記のような接客をしてお
らず、「客が食べたいから店に来るのであって、
オーナーがサービスしたから客が来るような店は
問題ではないか」と語る人（Wn）もいる。管理
職出身者の年齢や性格によって接客に対する意識
の違いが発見される。

〈モイム文化の貢献〉
Wrd は「韓国は夜の接待文化が発達している

けど良質な韓牛を使った高級な焼肉店がなかった
から、自分が開業した。単価が高くても絶品の味
だし、立地と駐車が便利だから大繁盛している」
と語るように、モイム（ここでは会合の意味合い
が強い）を頻繁に開く傾向がある韓国では、焼肉
やバイキング、イタリアンなどの食事と飲酒を共
に楽しめる店のほうが、単品料理を売りにする
チェーン店よりも、人々が集まる場として利用す
る頻度が高い。このように韓国のモイム文化は、
固定客や紹介客だけでなく一見客を獲得する手段
として存在するため、リターンを高めようと考え
る管理職出身者は、莫大な初期資金を投入すると
いうハイリスクが存在しても、大型の高級店を開
業したいと思うのかもしれない。こうしてみると、
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「店舗」経営も投機の手段として捉えられている
ように見受けられる。

（5）経営スタイル
（ア）事業に対する姿勢

では、管理職出身者の「店舗」経営はいかなる
特徴をもつのであろうか。配偶者を働き手として
動員していた店では、しばらくすると、経営者夫
婦は店に現れなくなっていた。しかも開業時には
自ら厨房で料理を行っていた経営者ですら、早朝
にスープの仕込みだけすると早々と店から離れ

（顧客の食事時には店にいない）、メニュー開発や
今後の経営方針（店のフランチャイズ展開もしく
は別ブランドの立ち上げ等）を練っていた。こう
して Wrb は 15 坪の店を立ち上げ 62 店のフラン
チャイズ展開を遂げていたし、Wrc（2 度目）は
店に隣接する土地を買い取り、別メニューの看板
化を目指そうとしていた。

あるいは、事業が安定もしくは不調すると意図
的に廃業し、1 度目よりも大きく 2 度目の開業を
行うような事例も見られた。Wra や Wrg は、1
度目よりも大きくしたらもっと儲かるという思い
込みから、1 度目の事業が比較的に安定していた
にもかかわらず「意図的に」廃業し、経営を拡大
して再開業していた（21）。彼らの店は郊外にあり、
駐車場設備を完備した 20 坪から 30 坪以上の店
であった。しかし、経営者の予想が的を得なかっ
たことにより、経営難に追い込まれていた。彼ら
はみな 2 度目の開業であったが、1 度目の商売繁
盛による自信感から安易に立地やアイテムを勘違
いして先読みしており、その結果、想定していた
客の取り込みがうまくいかなかったようである（22）。
経営の拡大という欲が逆に負い目となったのであ
ろうか、経営者は店を変えなければ良かったと後
悔していた。

すなわち Wrb や Wrc（2 度目）のように、経
営が成功したから事業を拡大した経営者だけでな
く、Wra や Wrg のように、店を意図的に廃業し
別の場所で大きく開業したが事業が順調でない経
営者のように、安易に事業を拡大する（しかも周
りから金銭的支援を受けてまで拡大する）という
動きが、（韓国の財閥系大企業だけでなく）飲食

店を経営する管理職出身者の経営スタイルからも
確認できるという点で、韓国社会では採算を度外
視してまでもステータスを優先しなければならな
い社会的風土が根強いと見受けられる。また、多
額をかけて高級日本料理店を開業したがうまくい
かなかったためアッパーミドルをターゲットとし
ていないような飲食業に進出して成功した Wrc

（1 度目）のように、初期の資金調達（知人）さ
え解決できれば無為に事業を大きく始めるような
見栄が顕著であることが分かる。彼らの「店舗」
開業から経営にかけて「ステータス志向」がいか
に関係しているかについては次節でも詳細に扱う。
（イ）投資意識

「店舗」経営の成果に影響を及ぼすであろう資
金や店に関する情報の獲得には、家族・親族や知
人が介入しており、特に「名門校」を卒業した管
理職出身者は、富裕な高校の友人 1 人から高額の
資金を借りて大規模な店を経営するなど、決して
少なくない水準の資源を動員していた。韓国社会
では、自分が所属するネットワークのモイムに参
加することが至極当然のように思われている。こ
の事実を認識する管理職出身者は、自分の店がモ
イムの場として存立できるような空間を作り上げ
ることを試みたのではなかろうか。同じライフス
タイルを有する階層に属す人々はライバル関係に
あるため、他者がどのように生活しているのかを
知る上で、連絡を頻繁に取ることになる。そうな
ると、そのネットワークの中で「みられる眼」を
意識することになるため、構成員間で「競争意識」
が発生することになる。すなわちネットワークは
資源として動員されるだけでなく、競争意識を生
成する装置としても作用する。このため管理職出
身者は、経営拡大を意図した「店舗」経営を行お
うとしていたのであり、なかには店の開廃業を今
後も繰り返すことを予測し、その準備を進めてい
る人もいた。事業不振のためでなく新たな経営拡
大のために意図的に開廃業を連鎖させる動きから
は、管理職出身者の投資意識が見え隠れする。
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2．「店舗」経営におけるステータスゲーム

以上、管理職出身者の「店舗」経営の特徴につ
いて「会社」経営のそれと対峙して考察した。こ
こでは、管理職出身者の「店舗」経営が、「会社」
経営と同等のステータス獲得を可能にするものと
なったのか、また可能とするにはどのようなス
テータス戦略が必要とされたのかについてみて
いく。

（1）飲食業に対する人々の「まなざし」
まず、管理職出身者にとって店を経営すること

が、同じ階層の競争相手である友人や知人にどの
ような受け止められ方をされるものであろうか。
中産層に属す管理職出身者にとって「店舗」経営
そのものは「手を使う仕事」であり、賤業として
捉えられていた。このため、店の管理を妻の弟に
任せ、自分は「投資家」として存在することを選
好したりする事例があったが、彼らの多くは、自
分も利用するような、しかもそれを利用すること
が階層的にふさわしい店を演出しているように見
受けられた。

すなわち 1 度目よりも店の規模を 2 倍以上に拡
大して再開業した Wrc だけでなく、高級韓牛店

（Wrf）や韓食バイキング（Wrl）を開業したり、
取引先との場としてふさわしい雰囲気の海鮮バイ
キング店を開業した（Wk）のは、同階層の人々
が集うモイムや接待の場として自身の店が存立す
べきであると考えたため、「赤字になるならない
に関わらず」初めから大型の経営を図ったのであ
り、彼らの店は 1 回の会食代が 1 人前に約 5~10
万ウォンはするような価格設定を行っていたし、
それに相応する装飾が店に施されていた。

この点から、管理職出身者にとっては自身が属
する階層にいかに相応しい形態の「店舗」を経営
するかがステータスゲームの規則として介在して
いたことがうかがえる。

（2）ソーシャルキャピタル活用術の諸相
次に、「会社」経営に見られたようなソーシャ

ルキャピタル活用術が「店舗」経営でもみられる
のかについてみる。管理職出身者の場合、広い親

族関係や「名門校」の友人から資金や店の調達だ
けでなく、高校の同窓会（公式的モイムだけでな
く友人同士の非公式的モイムも含む）や退職前の
職場の上司や同僚が開くモイムの場として自身の
店が存在しており、顧客の固定化だけでなく連鎖
を発生させる空間として位置づけられていた。し
かし「店舗」経営の場合、「会社」経営の事例で
確認できたような任意組織への参加による経営者
自身の私的関係性の拡大は発見されなかった。す
なわち店を切り盛りする管理職出身者は、事業運
営のために新たに人間関係を構築するよりは、既
存に保有する関係性を資源として動員するに止
まっていたのである。

また、高額の投資を名門校同窓生から得ていた
Wrc や経営者が「投資家」となり高校の後輩の
ために飲食店を開業した Wm の事例をみると、
名門校出身者間に相応の深い親交が構築され相互
の人間性を認証し合った場合に、その資源をソー
シャルキャピタルとして活用することができてい
るように見受けられる。この点で、名門校の友人
間では飲食業への投資があり得る話であっても、
非名門校の友人間では稀な光景であろう。いずれ
にせよスポンサーの立場からすれば、「店舗」経
営（飲食店だけでなく零細な商店すべて）に対す
る賤的「まなざし」によって、投資メリット（利
益回収）が「会社」経営に比べて低いと想定する
ため、管理職出身者が多額の資金を調達できるの
は「濃い」関係で結束されたネットワーク、すな
わち家族・親族・名門同窓ネットワークに限られ
るであろう。この点は、家族・親族以外の「薄い」
関係性を基盤にした幅広いネットワークから資金
調達を可能にしていた「会社」経営とは相反する
部分である。

また「会社」経営と比べると、妻が夫の仕事に
直接的に関与している事例が目立つこと（厨房を
妻が担当）、退職前の職場で気心の知れた後輩を
誘うことがあまりないこと（23）、同窓生のような

「強い」紐帯が活用されている例がごく一部にし
か見られないこと、つまり、「会社」経営にみら
れるような強弱の紐帯の巧みな使い分けが見られ
ないこと等が「店舗」経営の特質として挙げられ
るが、妻の関与や経費節減の必要性は、むしろ生
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計維持的な側面の強さも感じさせるものである。
このように管理職出身者のソーシャルキャピタル
の活用術をみると、彼らの「店舗」経営は、オー
ナー志向的経営と生計・安定型経営の中間的な形
態のようにもみえる。ここで、既存のネットワー
クを維持するためには自身の「店舗」が階層的地
位を保ち、競争相手である友人が来店しても経営
者自身のステイタスが維持されるような空間であ
る必要があったと考えられる。そのため、1 度目
の開業に失敗すると、たとえ経営不振で廃業した
としてもそれを悟られないように 2 度目の開業で
はさらに規模を拡大するという管理職出身者独自
の起業行動が見られたのではないだろうか。

（3）「ステータス志向」の模索
管理職出身者の「店舗」経営において見られた

経営の拡大志向は、「会社」経営を行っている友
人や知人と同レベルでのステータスを追求しよう
とした結果であるとも捉えられる。そもそも管理
職出身者の飲食店開業の動機はその多くが明確な
目的が欠如していたことは明らかである。「ほか
にすることがなかったから」もしくは「生計維持
のために仕方なく」といった次善の選択によって
消極的に開業した人のなかには 1 度目の「店舗」
経営をうまく行えず、廃業後に行方不明という事
態に陥った人もいる。こうしてみると、いくらアッ
パーミドル向けに事業的に「店舗」を経営しても

「飲食業＝賤業」というイメージをぬぐいきれな
いのは、それまでの経歴やキャリアを生かせな
かったというレッテルが烙印として押されたから
であるようにもみえる。そのため、会社経営者と
同等の事業家として認められようと「店舗」経営
に乗り出しても、小規模での経営では飲食業に対
する負のイメージが払拭されないため、規模を拡
大するしかないというジレンマに陥るのである。

こうしてみると、「会社」経営にみられるある
種の余裕・確信や熟達の感覚（つまり経営のやり
方が自分の所属階層にふさわしく、かつそれに自
分が精通しているという感覚）に比べると、管理
職出身者の「店舗」経営は、何か余裕がなさげで、
確信的でなく、中途半端なようにもみえる。それ
ゆえに、ステータス志向、あるいは仲間とのステー

タス競争から脱落しないようにする模索が発見さ
れたのかもしれない。レットは、韓国のアッパー
ミドルのステータス志向が、富だけでなく彼らに
ふさわしいライフスタイルや身振りを習得するこ
とを意味し、（ブルデューいわく）「ハビトゥス」
に由来すると主張する（24）。そして韓国において
低層のライフスタイルと中産層やアッパーミドル
のそれとに顕著な違いが発見されるのは、「ハビ
トゥス」が伝統的両班文化に基づいたゲームの規
則として存在してきたからであるとする（Lett 
1998）。

それゆえに、ある管理職出身者は所属階層内に
おけるステータスゲームに参加すべく（もしくは
脱落しないために）、「店舗」経営を通じて、社会
的地位や経済資本だけでなく文化資本やソーシャ
ルキャピタルを維持しようと模索を試みたのであ
る。たとえば、経営が軌道に乗ると「事業家」的
なスタイルを取ろうとする（店にはあまり出ずに、
企画を練る）ことや、はやりすたりが少ない料理・
メニューでなく流行を追ったり流行の一歩先を行
こうとすること（25）、仲間のモイムに使えるよう
な店を演出すること（ただその場合、サービス精
神に徹すると下に見られてしまうのかもしれな
い）等々にステータスの模索がうかがえるように
みえるのである。そうであれば管理職出身者の「店
舗」経営は、「会社」経営で発見されたゲームの
規則が読みかえられるというよりは、規則として
認めてもらおうとあがいているようにもみえない
であろうか。

おわりに

従来の韓国社会において、飲食店の主人に対す
る社会的威信は低く、商い自体が卑しい行為とし
て捉えられてきたが、管理職出身者は「商売（チャ
ンサ）」の範疇に分類されがちな飲食店の経営を

「ステータス志向」のために「事業（サオップ）」
として拡大する傾向があった。このためにも、大
きな店を持つことが飲食店開業の必要条件であっ
たのであり、独立型の開業（うまくいけばチェー
ン事業への転換）が選好されたのである。

また、管理職出身者は、自身が所属するネット
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ワークを活用する形で初期資金の調達や削減、顧
客の維持を図っており、たとえば、名門校出身者
は高校の友人を通じて多額の資金を調達したり、
血縁者や知人を介して一等地の大きな物件を無償
もしくは格安で調達する事例が見られた。また紹
介客を確保するために、前職場の同僚や友人間の
モイムを自分の店で行っていることも確認できた。
すなわち、管理職出身者の「店舗」経営にもソー
シャルキャピタルが大きく作用していたが、特に

「濃い」関係性によって結ばれたネットワークを
資源として動員することで、管理職出身者は大規
模な経営を試みており、その点で、コールマンや
リンが主張するような「強い紐帯の強さ」を支持
していよう。他方、管理職出身者の「会社」経営
では「薄い」関係性のネットワークを通じた資源
の動員が確認されたものの、「店舗」経営ではグ
ラノベッターやパットナムが主張するような「弱
い紐帯の強さ」は見受けられなかった（飲食店経
営のほうが関係性の微妙な使い分けが少なかっ
た）。こうしてみると、管理職出身者の「店舗」
経営における資源の動員が「会社」経営に比べる
と限定的なものではあったが、立地情報へのアク
セスや周囲からの財政的、人的、精神的支援、そ
して彼らが所属するネットワーク（名門校・職場）
からの認定という側面においてソーシャルキャピ
タルの効用が発見されたという点で、本研究がそ
れなりの意義をもつのではなかろうか。

社会的ネットワークを通じた資源の動員が韓国
社会において合理的に作用しているからこそ、
人々はモイムを通じて他者との関係性を深く構築
しようと努力しているようにみえるが、特に、管
理職出身者の場合、家族や親族だけでなく、彼ら
の教育水準に付随した同窓ネットワークや職場の
つながりによって資源が生み出され、資金調達だ
けでなく固定客や紹介客の獲得においてソーシャ
ルキャピタルとして活用されたという点で、「強
い」「信頼」と「規範」が存立基盤になっているネッ
トワークが、韓国社会においては起業行動の実践
に大きく貢献したように見受けられる。

本稿では、IMF 危機前後の管理職出身者の起
業行動を理解する一端として、飲食店を経営する
様相を考察した。社会的変動が激しい韓国社会に

おいて、彼らの退職や起業に IMF 危機の影響が
どのくらいあったのかについては、筆者がこの時
期を前後に大企業を退職した管理職出身者を中心
にインタビューしたため IMF 危機の影響があっ
たかのようにみえるのかもしれない。現に、その
当時は中壮年を中心に失業者が多く発生し、社会
的なパニックを引き起こした。しかし IMF 危機
から約 20 年という時間が経過した今でも、人々
の起業に対する意識やその行動が韓国社会におい
て普遍的なものであり、これらが韓国の労働市場
を取り巻く構造的要因に起因するものであれば、
韓国の人々にとって「起業」は大きな社会テーマ
であり続けるであろう。この意味において今後は
管理職出身者だけでなく、階層別に起業行動の構
造的特質を考察する必要があるようにみえる。

また、本稿では管理職出身者が有する資源が
ソーシャルキャピタルとしていかに動員されるか
について分析を行ったが、特定のネットワークに
対して深層的な考察を加えることができなかった。
彼らが構築した関係性は、今後も社会移動の担保
として構造的に作用し続けるように思われる。こ
のような予測を問うためにも、ソーシャルキャピ
タルとして転化されるネットワークに関する個々
の分析を行う必要があるであろう。
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（1）近年の記事においても依然として店の維持期間が
短いという報道がみられる（毎日経済新聞「ソウル
市内の店は 1 年 8 ヶ月ごとに回転」2014 年 3 月 11
日付）。

（2）日本の「団塊の世代」になぞらえて、韓国では
1955 年から 1963 年の期間に出生した人々を「ベイ
ビーブーム世代」と称している。2014 年度からは財
閥系大企業を中心に定年年齢が 55 歳から 60 歳に引
き上げられたものの、この世代の退職は自発的、非
自発的要因を問わず 2010 年以降も継続している。

（3）韓国フランチャイズ協会（2009）によると、チェー
ン展開を行っているブランド数が 3,311 個にのぼり、
その加盟店は 17 万 6,788 件であるという。また業種
の内訳をみると、飲食業 67.5％、サービス業 19.2％、
卸小売業 13.3％と、チェーン事業において飲食業が
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占める比率が圧倒的に高い。
（4）「店舗」経営は、業種を問わず、零細性を伴った個

人経営という意味合いが強いが、本稿では「飲食店
の経営」という意味に限定している。

（5）一般的な「社会資本」論と混同されやすいためソー
シャルキャピタルを「社会関係資本」と邦訳した書
籍もあるが、ソーシャルキャピタル論が元々「信頼」
という社会学的な概念を含蓄しているので、本稿で
は「社会資本」や「社会関係資本」でなく「ソーシャ
ルキャピタル」と称する。

（6）インタビュイーには「店の開業に要した費用をい
かに工面したのか」、「どのように顧客を確保し、店
を維持しているのか」について語っていただいた。

（7）メニューの紹介については飲食店開業に関する書
籍の中から多く確認できる。筆者が目にした書籍

（チェ・スグンほか 2010）では、豚肉の開業類型が
紹介されていた。たとえば、1998 年は冷凍豚肉を使っ
た低価な焼肉店、2004 年にはワインや緑茶・ハーブ
によって熟成された豚の焼肉店、2008 年には産地直
送による肉販売店形式の焼肉店がヒットしたという。
そして、年度別に顧客の選好度が異なる点を読み取っ
てメニューを選別する必要がある、とこの書籍で強
調していた。

（8）主メニュー別に事例を分類すると、Wra・Wrc・
Wrd・Wrf・Wrh・Wn・Wrg は韓国食（肉料理や季
節性の食材料理）、Wrb・Wre・Wri・Wrj は外国食（行
方不明を含む）、Wk・Wrk・Wrl はアラカルトなビュッ
フェと、様々である。

（9）本部は加盟者と契約を結び、本部が所有するこれ
らのノウハウ、商標などの使用を許諾する見返りと
して、一定の対価を徴収する。対価とは加盟金やロ
イヤリティーである。一方、加盟者は加盟金を支払
うと同時に、店の運営に必要な資金を投下して、契
約内容に則って店を運営する義務を持つ。本部は、
商品・サービスのすべてにわたってシステム化され
たノウハウを提供し、運営指導や援助を行う義務が
あるが、加盟店がそれを生かせなかったとしても、
基本的に責任を負う必要がない。契約による共同事
業であり、加盟店の成功を保証するものではないか
らである。また仮に加盟店が契約に違反した場合は、
本部はその加盟店に対して、ペナルティーを課すこ
とができる（キム・ウィグン 2006）。

（10） 独 立 型 と し て Wra・Wrb・Wk・Wn・Wrd・
Wre・Wrk・Wrl、チェーン型として Wrc・Wrf・Wrg・
Wrh・Wri・Wrj がある。

（11） 再 起 し た 事 例 と し て Wrc・Wra・Wn・Wrd・
Wrg・Wrh があるが、そのうち Wra・Wn・Wrd が「独
自→独立」、Wrc が「チェーン→独立」、Wrg・Wrh
が「チェーン→チェーン」を果たした。

（12）従業員が 10 人以下で 30 坪以下の店を開いた事例
と し て、Wra・Wn・Wrk・Wrg・Wrh・Wri・Wrj 
がある。

（13）専門料理人を雇用した Wk は、「有名ホテルの料
理長とその部下をスカウトすることで、大型飲食店
としての味覚が保証される」と語った。

（14）日本の場合、中古物件は「居抜き」と呼ばれ、以
前営業していた店をそっくりそのまま譲り受ける契
約のことを意味する。この「居抜き」を借りるときは、
保証金のほかに韓国の「権利金」に相当する「造作
譲渡代」を支払わなければならない。一方、韓国の
場合は、新築物件を借りる際にも「床権利金（바닥
권리금）」というものが発生し、飲食店開業には必ず

「権利金」が付いて回るとされる。
（15）たとえば、バス停や地下鉄の駅近辺、もしくは人々

が多くみられる界隈に位置するような商業建物の賃
貸費が高価であるように、地理的利便性が高い物件
において発生する利益のことを意味する（クァク・
ユンジク 2003）。

（16）筆者は 2010 年 6 月に、韓国最大の不動産物件紹
介サイトである「不動産 114」に電話でインタビュー
を依頼し、権利金の状況について確認した。

（17）Wrc（住：ソウル瑞草区、店：ソウル江西区）、
Wrh（住：河南市、店：ソウル新堂洞）や Wrk（住：
安陽市、店：ソウル瑞草洞）のように、店を構えた
場所が住まいを拠点としていないことが分かる。

（18）家主から借りた店を第 3 者に転借する賃貸契約が
非公式的に存在しており、韓国では「傳傳貰」と称
するという。

（19）「家主に知られても、事情を話せば許容される範
囲だ」と語った。

（20）売上の配当比率については Wre からの聞き取り
も参考にしている。

（21）Wra：15 坪→ 20 坪、Wrg：15 坪→ 30 坪
（22）「不動産投資に成功した人は羽振りがいいと思っ

て、わざと再開発地域で開いた」（Wra）り、「近く
に大型の展示場があるから、そこに勤める人が食べ
に来てくれると思って多世帯住宅街でオープンした」

（Wn）り、「最近は 2 時間ぐらい車を走らせて郊外で
食事する人々が増えたから、駐車場を確保できる所
に店を持った」（Wrg）ものの、「実際にはケチが多く、
5 人で食べに来ても 4 人前しかオーダーせず、おか
ず（밑반찬）だけ何回も追加する」（Wra）と嘆いた
り、「週末も展示会があるから大丈夫だと思ったけど、
意外に人が来ない」（Wn）や「家族ぐるみだと外食
は洋食が多く、蛸は人気がない」（Wrg）と語ってく
れた。 韓国では、ある単品のメニューをオーダーす
ると、おかずが無料で付いてくる。このおかずのこ
とを「밑반찬（基本のおかず）」と呼ぶが、キムチ（2
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種類）とその他のおかず（2 種類）で構成されるこ
とが多く、無限に「おかわり」できるようになって
いる。

（23）これは前の職場での知識や経験が生かせる起業ア
イテムではないこととも関係するであろう。

（24）本田（2009）は、レットの議論に依拠して、韓国
社会におけるステータス構築のあり方が、文化資本
やソーシャルキャピタルの蓄積と住居その他の象徴
的価値の高い商品の消費を含む、よりステータスの
高いライフスタイルを実現しうる経済資本の蓄積、

さらには意識的、選抜的にライフスタイルを選択で
きるような経済的基盤の強化という、複雑で込み入っ
た形になっていると主張する。

（25）流行を追ったり流行の一歩先を行こうとする「店
舗」経営のスタイルは、「会社」経営の、特にエンジ
ニア系に見られたような自身の知識・技術や経験に
裏付けられた新製品の開発や流行アイテムの模索と
は質を異にするものであり、「店舗」経営の持続性の
弱さは、単に流行を求めるだけではなく、飲食店分
野の経験のなさによるものでもあろう。


